
平成 23 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（国土交通省） 

制 度 名 海外インフラプロジェクト準備金の創設 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容

 
我が国企業が、海外インフラプロジェクトを受注する場合、当該プロジェク

トの損失に備えるため、当該プロジェクトの収入額（契約金額を想定）の１％
を準備金として積み立てた場合、当該金額を損金に算入する。 
我が国企業が、海外インフラプロジェクトを行う法人に出融資する場合、当

該出融資の損失（株式の価格の低落等）に備えるため、当該出融資額の３０％
を準備金として積み立てた場合、当該金額を損金に算入する。 
（平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで） 
 
 
 
 
 
 
 平年度の減収見込額 

（制度自体の減収額） 
▲1,957 百万円 
（  ＿百万円）

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

国内インフラ市場の拡大が見込めない中、アジア諸国等の海外インフラ市場で
は長期的なインフラ需要が見込まれているところ、我が国の優れたインフラシ
ステムを展開することにより、二国間関係の強化に寄与するとともに、これら
の地域におけるインフラ整備需要を、我が国の優れたインフラ関連産業が獲得
し、国際競争力を確保しつつ、積極的に国際展開し、アジア等の成長力を取り
込み、我が国の成長に貢献するとともに、開発途上国等への国際貢献を図る。 

⑵ 施策の必要性 

国内建設投資がピーク時の６割程度にまで減少し、また、国内の鉄道関連需
要が頭打ちとなる一方、海外インフラ市場においては、ＡＳＥＡＮ地域を対象
としたインフラ開発計画であるアジア総合開発計画が東アジアサミットにて今
秋とりまとめられる予定となっているなど、アジア等の地域において、引き続
き、インフラ整備への大きな需要が見込まれており、我が国の成長戦略として
我が国の優れたインフラ関連産業が海外市場において活躍の場を拡げていくこ
とが求められている。 

しかしながら、海外インフラプロジェクトは、 

① 固有の土地に現地一品生産であり、かつ、屋外生産であること 

② 昨今、民間の事業体が、建設、資材調達、運営・保守等をパッケージとし
て、２０～３０年にわたる長期間かつ総合的に担うことが求められること
が増えていること 

から、単に海外事業であることのリスク（政策変更、政情不安、グローバル経
済動向の急変等）に加えて、プロジェクト開始から完成に至る長期間にわたっ
て様々なリスク（度重なる設計変更、地質、天候、環境問題等による完工遅延
リスク、運営リスク、需要リスク等）が存在し、受注する企業において大きな
損失を被る可能性がある。 

企業側においてこれらのリスクを適切に管理し、我が国の優れたインフラ産
業が、国際競争力を確保しつつ、積極的に国際展開し、アジア等の成長力を取
り込み、我が国の成長に貢献するとともに、開発途上国等への国際貢献を図る
観点から、海外インフラプロジェクトのリスク負担を軽減する措置が必要であ
る。 

 



今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益
の保護 

施策目標 35 建設市場の整備を推進する 
及び   
政策目標 12 国際協力、連携等の推進 
 施策目標 46 国際協力、連携等を推進する 
に包含 

政 策 の 

達成目標 

・我が国建設企業の平成２２～２６年度における海外受注実績
を累計で５兆円とする 

・我が国国土交通関連企業（海外現地法人を含む。）が官民連
携を通じて獲得した新規海外受注実績を平成２２年度から平
成３２年度までの合計で１０兆円以上とする 

 
【参考】 
○新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定） 
（インフラ分野）「官民連携して海外展開を推進することによ

り、２０２０年までに、１９．７兆円の市場規模を目指
す」、「建設業の新規年間海外受注高１兆円以上」 

 
○国土交通省成長戦略（平成２２年５月１７日国土交通省成長
戦略会議報告） 

（戦略目標）「我が国企業が獲得した海外受注のうち、国土交
通省が積極的に働きかけて官民連携により新たに獲得した海外
受注高を２０２０年までの合計で１０兆円以上とする」 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
２年間 
 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
（政策の達成目標と同じ） 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
‐ 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
平成２３年度 約２００件 
（１）受注額ベース（平年度） 

建設業（海外土木案件）については、 

海外土木案件の 2009 年度実績が、196 件、3,129 億円であるた

め、 

平年並みとして、１９６件。 

鉄道については、計４件。（ヒアリングによる） 

（２）出資額ベース（平年度） 
道路、水インフラ、鉄道、港湾、都市開発で４件程度。（ヒア
リングによる） 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

当該租税特別措置によって、プロジェクト実施後における様々なリ
スクによる損失を、準備金を用いて会計上平準化し、企業側における
適切なリスク管理を促進することによって、我が国の優れたインフ
ラ関連産業が、自ら適切なリスク管理を行いながら、海外のイ
ンフラ整備需要を獲得し、国際競争力を確保しつつ、積極的に
国際展開する効果が見込まれる。 
 具体的には、当該租税特別措置の適用期間である平成２３年
度及び２４年度において、当該２年間の我が国建設企業の累計
海外受注実績は約２兆円が見込まれ、我が国の優れたインフラ
システムを展開することにより、アジア等の成長力を取り込



み、我が国の成長に貢献し、二国間関係の強化及び開発途上国
等への国際貢献を図るとする政策目的の実現に寄与することが
見込まれる。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
‐ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
官民連携による建設産業、鉄道システム等の国際展開の促進 
（平成２３年度概算要求額 ２，０５６百万円） 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

予算上の措置は、我が国インフラ関連産業のトップセールスの
実施など、主としてプロジェクトの実施前における支援であ
る。また、国際協力銀行（JBIC）の先進国向け投資金融（高速
鉄道は措置済み。都市鉄道、上下水道や工業用水等は措置予
定。）による金融上の措置は、長期・多額の資金調達の困難性
をカバーするものである。一方、本税制は、プロジェクト実施
後における様々なリスクによる損失を、準備金を用いて会計上
平準化し、企業側における適切なリスク管理を促進するもので
あることから役割が異なる。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

プロジェクトのリスクは本来企業活動の中で吸収すべきもので
あるところ、プロジェクト実施後における様々なリスクによる
損失を、会計上平準化し、企業側における適切なリスク管理を
促進する効果を持つのは準備金制度しかない。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
‐ 
 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
‐ 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
‐ 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
‐ 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
なし 

 


